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半 期 報 告 書

１　本書は半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示

用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を

付して出力・印刷したものであります。

２　本書には、上記の方法により提出した半期報告書に添付された期中

レビュー報告書及び上記の半期報告書と同時に提出した確認書を末尾

に綴じ込んでおります。
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回次
第30期

中間連結会計期間
第31期

中間連結会計期間
第30期

会計期間
自　2024年11月１日
至　2025年４月30日

自　2025年11月１日
至　2026年４月30日

自　2024年11月１日
至　2025年10月31日

売上高 （千円） 10,505,990 11,022,095 22,455,222

経常利益 （千円） 379,864 663,956 1,890,690

親会社株主に帰属する中間（当
期）純利益

（千円） 197,478 494,826 1,963,847

中間包括利益又は包括利益 （千円） 141,594 514,354 1,977,565

純資産額 （千円） 10,315,311 12,078,161 12,202,999

総資産額 （千円） 18,721,190 20,269,888 20,802,007

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 6.87 16.99 67.98

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） 54.8 59.3 58.4

営業活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） △288,674 727,122 1,985,819

投資活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） △1,327,064 △583,093 △1,721,627

財務活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） △1,092,882 △850,666 △1,589,896

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高

（千円） 3,931,127 4,595,382 5,302,019

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】
１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は、中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】
１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報
告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）経営成績の状況
　当中間連結会計期間（2025年11月１日から2026年４月30日まで）におけるわが国経済は、中東情
勢の影響を注視する必要があるものの、景気は緩やかに回復しております。個人消費や設備投資は
持ち直しの動きが見られたものの、輸出や生産は横ばいの状況が続いております。また、企業収益
は改善の動きが見られる一方で、物価は緩やかな上昇が継続しており、中東情勢や米国の通商政策
の動向、金融市場の変動等の影響が懸念され、先行きは不透明な状況にあります。
　ウェディング業界におきましては、2024年の婚姻件数が48万組（厚生労働省「2024年 人口動態
統計（確定数）の概況」）と前年と比べ約１万組増加いたしました。結婚適齢期人口の減少という
構造的な課題は依然としてあるものの、挙式・披露宴件数は底堅く推移しており、ゲストハウス・
ウェディング市場も概ね堅調に推移しております。
　このような状況の下、結婚式に対する価値観の多様化が広がるなかで、当社グループはスタッフ
の人間力・接客力向上を目的とした社内外研修を継続するとともに、独自の営業支援システムを活
用した情報収集力・分析力を強化し、各施策に積極的に取り組んでまいりました。また、ウェディ
ングのブランド化を推進するため、専門部署を中心にブランド価値の向上施策を進めるとともに、
AIを活用した提案力強化の取り組みや、社内で優れた企画やサービスを表彰する制度を運用し、集
客力・受注力の向上につなげてまいりました。
　以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は11,022百万円（前年同期比4.9％増）、営業利益は
577百万円（同60.1％増）、経常利益は663百万円（同74.8％増）、親会社株主に帰属する中間純利
益は494百万円（同150.6％増）となりました。
　なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。当中間連結会計期間より、当社グループの
組織体制の見直しに伴い、各報告セグメントの業績をより適切に反映させるため、一部の全社費用
の配分方法を見直しました。前年同期比較については、変更後の費用配分方法に基づいた数値で比
較分析しております。
①　婚礼事業
　施行単価及び施行組数が増加したことにより、売上高は10,043百万円（前年同期比3.2％増）、
営業利益は820百万円（同12.1％増）となりました。
②　介護事業

　売上高は331百万円（前年同期比2.3％増）、営業利益は27百万円(同85.2％増)となりました。
③　食品事業

　売上高は489百万円（前年同期比121.9％増）、営業利益は66百万円(前年同期は18百万円の営
業損失)となりました。

④　フォト事業
　当中間連結会計期間（2025年11月）にオープンした「Studio Clori.TOKYO新宿」の稼働に伴
い、売上高は534百万円（前年同期比31.6％増）、営業利益は18百万円（同76.7％減）となりま
した。

（2）財政状態の状況
　総資産は、前連結会計年度末に比べ532百万円減少し20,269百万円となりました。これは主に、
現金及び預金が706百万円、売掛金が77百万円、投資その他の資産その他が98百万円それぞれ減少
し、流動資産その他が134百万円、有形固定資産が300百万円それぞれ増加したことによるものであ
ります。
　負債は、前連結会計年度末に比べ407百万円減少し8,191百万円となりました。これは主に、買掛
金が258百万円、長期借入金が213百万円それぞれ減少し、流動負債その他が50百万円、資産除去債
務が36百万円それぞれ増加したことによるものであります。
　純資産は、前連結会計年度末に比べ124百万円減少し12,078百万円となりました。これは主に、
親会社株主に帰属する中間純利益494百万円の計上による増加及び自己株式の売却等による68百万
円の増加と剰余金の配当710百万円による減少であります。以上の結果、自己資本比率は、前連結
会計年度末に比べ0.9ポイント上昇し59.3％となりました。
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会社名
事業所名

「店舗名」
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

（千円）
既支払額
（千円）

提出会社

東京第２支店

「The Tokyo Bay 

Reaort PLAISIR」

（東京都江東区）

婚礼事業 レストラン施設 2,755,600 15,500
借入金及び

自己資金
2026年５月 2027年２月 １レストラン

（3）キャッシュ・フローの状況
　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度
末に比べ706百万円減少し4,595百万円となりました。
　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま
す。
（営業活動によるキャッシュ・フロー）
　営業活動の結果得られた資金は、727百万円（前年同期は288百万円の支出）となりました。主な
収入要因は、税金等調整前中間純利益830百万円、減価償却費537百万円、契約負債の増加額149百
万円であり、主な支出要因は、仕入債務の減少額260百万円、前払費用の増加額129百万円、法人税
等の支払額266百万円であります。
（投資活動によるキャッシュ・フロー）
　投資活動の結果使用した資金は、583百万円（前年同期比56.1％減）となりました。主な収入要
因は、有形固定資産の売却による収入140百万円であり、主な支出要因は、有形固定資産の取得に
よる支出767百万円であります。
（財務活動によるキャッシュ・フロー）
　財務活動の結果使用した資金は、850百万円（前年同期比22.2％減）となりました。主な収入要
因は、長期借入による収入300百万円であり、主な支出要因は、長期借入金の返済による支出513百
万円、配当金の支払額709百万円であります。

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題
　当中間連結会計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新
たに生じた課題はありません。

(5）研究開発活動
　該当事項はありません。

(6）主要な設備
　当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった主要な設備の新設について重
要な変更があったものは、以下のとおりであります。

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 96,000,000

計 96,000,000

第３【提出会社の状況】
１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年４月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2026年６月11日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,956,800 29,956,800
東京証券取引所

（プライム市場）

単元株式数

100株

計 29,956,800 29,956,800 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2025年11月１日～

2026年４月30日
－ 29,956,800 － 351,655 － 355,311

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2026年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式（自
己株式を除

く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

株式会社エム・ケイ・パートナーズ 佐賀県伊万里市新天町466－11 9,986,000 33.73

金子　和斗志 佐賀県伊万里市 2,868,400 9.69

アイ・ケイ・ケイホールディングス
従業員持株会

福岡県糟屋郡志免町片峰３丁目６－５ 1,093,700 3.69

アイ・ケイ・ケイホールディングス
取引先持株会

福岡県糟屋郡志免町片峰３丁目６－５ 873,800 2.95

株式会社日本カストディ銀行（信託
口）

東京都中央区晴海１丁目８－12 567,500 1.91

金子　晴美 佐賀県伊万里市 492,700 1.66

野村信託銀行株式会社（アイ・ケ
イ・ケイホールディングス従業員持
株会専用信託口）

東京都千代田区大手町２丁目２－２ 423,700 1.43

株式会社佐賀銀行  佐賀県佐賀市唐人２丁目７－20 150,000 0.50

松本　正紀 福岡県糟屋郡志免町 120,500 0.40

寺澤　大輔 佐賀県鳥栖市 111,338 0.37

計 － 16,687,638 56.37

（５）【大株主の状況】

（注）　当社は、自己株式を357,414株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

- 6 -

2026/06/09 14:44:25／26337859_アイ・ケイ・ケイホールディングス株式会社_半期報告書（法24条の5第1項の表の第1号又は第2号に基づくもの）



2026年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 357,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 29,577,800 295,778 －

単元未満株式 普通株式 21,600 － －

発行済株式総数 29,956,800 － －

総株主の議決権 － 295,778 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の株式数には、アイ・ケイ・ケイホールディングス従業員持株会専用信託

が所有する当社株式423,700株（議決権4,237個）が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の株式数には、当社所有の自己株式14株が含まれております。

2026年４月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数

（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数

の割合（％）

（自己保有株式）

アイ・ケイ・ケイホールデ

ィングス株式会社

佐賀県伊万里市新天町

722番地５
357,400 － 357,400 1.19

計 － 357,400 － 357,400 1.19

②【自己株式等】

（注）上記には、アイ・ケイ・ケイホールディングス従業員持株会専用信託が所有する当社株式423,700株を含めてお

りません。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51

年大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連

結財務諸表規則第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年11月１日

から2026年４月30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期

中レビューを受けております。
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年10月31日)

当中間連結会計期間
(2026年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,494,019 4,787,382

売掛金 364,258 286,782

商品及び製品 290,546 238,778

原材料及び貯蔵品 140,209 161,270

その他 452,248 587,228

貸倒引当金 △13,337 △6,226

流動資産合計 6,727,943 6,055,215

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,823,867 7,807,146

土地 1,768,923 1,768,923

その他（純額） 564,742 881,581

有形固定資産合計 10,157,534 10,457,651

無形固定資産 136,030 128,579

投資その他の資産

投資有価証券 1,016,813 1,038,865

差入保証金 996,834 921,495

その他 ※ 1,766,850 ※ 1,668,080

投資その他の資産合計 3,780,498 3,628,441

固定資産合計 14,074,064 14,214,672

資産合計 20,802,007 20,269,888

負債の部

流動負債

買掛金 1,005,839 747,106

１年内返済予定の長期借入金 817,327 695,995

未払法人税等 268,666 222,573

賞与引当金 404,461 418,781

その他 2,659,347 2,709,799

流動負債合計 5,155,640 4,794,255

固定負債

長期借入金 1,577,471 1,485,638

退職給付に係る負債 23,662 23,366

ポイント引当金 13,015 13,163

資産除去債務 1,350,133 1,386,655

その他 479,085 488,648

固定負債合計 3,443,368 3,397,472

負債合計 8,599,008 8,191,727

１【中間連結財務諸表】

(1)【中間連結貸借対照表】
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年10月31日)

当中間連結会計期間
(2026年４月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 351,655 351,655

資本剰余金 382,662 382,827

利益剰余金 11,929,718 11,714,529

自己株式 △574,587 △506,363

株主資本合計 12,089,449 11,942,649

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 15,763 34,099

退職給付に係る調整累計額 4,055 3,948

為替換算調整勘定 37,905 37,902

その他の包括利益累計額合計 57,724 75,949

非支配株主持分 55,825 59,561

純資産合計 12,202,999 12,078,161

負債純資産合計 20,802,007 20,269,888
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(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自　2024年11月１日
　至　2025年４月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年11月１日
　至　2026年４月30日)

売上高 10,505,990 11,022,095

売上原価 4,170,962 4,396,547

売上総利益 6,335,027 6,625,548

販売費及び一般管理費 ※ 5,974,263 ※ 6,047,964

営業利益 360,764 577,584

営業外収益

受取利息 13,396 14,297

有価証券利息 2,567 22,845

受取手数料 4,635 40,599

その他 12,986 22,169

営業外収益合計 33,586 99,912

営業外費用

支払利息 9,898 8,843

その他 4,587 4,696

営業外費用合計 14,485 13,539

経常利益 379,864 663,956

特別利益

固定資産売却益 4,299 127,333

資産除去債務戻入益 － 41,649

特別利益合計 4,299 168,983

特別損失

固定資産除却損 3,512 2,736

特別損失合計 3,512 2,736

税金等調整前中間純利益 380,651 830,204

法人税、住民税及び事業税 156,603 222,541

法人税等調整額 21,784 111,529

法人税等合計 178,387 334,071

中間純利益 202,264 496,133

非支配株主に帰属する中間純利益 4,786 1,306

親会社株主に帰属する中間純利益 197,478 494,826

(2)【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自　2024年11月１日
　至　2025年４月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年11月１日
　至　2026年４月30日)

中間純利益 202,264 496,133

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △63,707 18,335

退職給付に係る調整額 △1,476 △114

為替換算調整勘定 4,515 △0

その他の包括利益合計 △60,669 18,221

中間包括利益 141,594 514,354

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 136,531 513,051

非支配株主に係る中間包括利益 5,062 1,303

【中間連結包括利益計算書】
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(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自　2024年11月１日
　至　2025年４月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年11月１日
　至　2026年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 380,651 830,204

減価償却費 542,512 537,140

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,410 △7,031

賞与引当金の増減額（△は減少） 14,058 14,320

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,671 296

ポイント引当金の増減額（△は減少） 122 148

固定資産売却益 △4,299 △127,333

固定資産除却損 3,512 2,736

受取利息 △13,396 △14,297

有価証券利息 △2,567 △22,845

支払利息 9,898 8,843

売上債権の増減額（△は増加） 25,126 75,920

棚卸資産の増減額（△は増加） △12,465 30,706

仕入債務の増減額（△は減少） △278,878 △260,141

未払金の増減額（△は減少） △54,084 △41,237

前払費用の増減額（△は増加） △104,333 △129,118

契約負債の増減額（△は減少） △68,074 149,114

未払消費税等の増減額（△は減少） △251,444 △36,890

未収消費税等の増減額（△は増加） △22,272 △9,560

その他 △2,984 △58,073

小計 160,819 942,900

利息の受取額 10,295 38,035

利息の支払額 △9,946 △9,491

法人税等の還付額 40 22,345

法人税等の支払額 △449,883 △266,667

営業活動によるキャッシュ・フロー △288,674 727,122

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △980,568 －

有形固定資産の取得による支出 △400,966 △767,117

有形固定資産の売却による収入 4,300 140,000

無形固定資産の取得による支出 △10,847 △10,260

その他 61,018 54,283

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,327,064 △583,093

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 － 300,000

長期借入金の返済による支出 △643,154 △513,165

自己株式の取得による支出 △1 －

自己株式の売却による収入 252,539 72,361

配当金の支払額 △702,266 △709,893

その他 － 30

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,092,882 △850,666

現金及び現金同等物に係る換算差額 4,008 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,704,613 △706,637

現金及び現金同等物の期首残高 6,635,741 5,302,019

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 3,931,127 ※ 4,595,382

(3)【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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前連結会計年度
（2025年10月31日）

当中間連結会計期間
（2026年４月30日）

投資その他の資産 30,709千円 30,789千円

【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

※　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　前中間連結会計期間
（自  2024年11月１日

　　至  2025年４月30日）

　当中間連結会計期間
（自  2025年11月１日

　　至  2026年４月30日）

給料及び手当 1,995,047千円 1,912,000千円

賞与引当金繰入額 269,204 275,272

退職給付費用 30,448 33,925

貸倒引当金繰入額 1,507 △4,458

ポイント引当金繰入額 189 268

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前中間連結会計期間
（自  2024年11月１日

至  2025年４月30日）

当中間連結会計期間
（自  2025年11月１日

至  2026年４月30日）

現金及び預金勘定 4,026,127千円 4,787,382千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △95,000 △192,000

現金及び現金同等物 3,931,127 4,595,382

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係は次のとおりであります。
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決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2025年１月28日

定時株主総会
普通株式 703,724 24.0 2024年10月31日 2025年１月29日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2026年１月27日

定時株主総会
普通株式 710,015 24.0  2025年10月31日 2026年１月28日 利益剰余金

（株主資本等関係）

前中間連結会計期間（自　2024年11月１日　至　2025年４月30日）

１．配当金支払額

（注）配当金の総額には、アイ・ケイ・ケイホールディングス従業員持株会専用信託に対する配当金16,128千円が含ま

れております。

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期

間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自　2025年11月１日　至　2026年４月30日）

１．配当金支払額

（注）配当金の総額には、アイ・ケイ・ケイホールディングス従業員持株会専用信託に対する配当金12,338千円が含ま

れております。

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期

間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント

婚礼

事業

介護

事業

食品

事業

フォト

事業
計

売上高

顧客との契約から生じる 

収益

9,727,499 324,254 48,321 405,915 10,505,990

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 9,727,499 324,254 48,321 405,915 10,505,990

セグメント間の内部売上高

又は振替高
907 － 172,202 224 173,333

計 9,728,406 324,254 220,523 406,139 10,679,323

セグメント利益又は損失

（△）
731,518 14,776 △18,088 81,568 809,774

その他 合計
調整額

（注１）

中間連結損益計算書計上額

（注２）

売上高

顧客との契約から生じる 

収益

－ 10,505,990 － 10,505,990

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 － 10,505,990 － 10,505,990

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 173,333 △173,333 －

計 － 10,679,323 △173,333 10,505,990

セグメント利益又は損失

（△）
－ 809,774 △449,010 360,764

（セグメント情報等）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年11月１日　至　2025年４月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△449,010千円は、主に各報告セグメントに配分していない

全社費用であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（単位：千円）

報告セグメント

婚礼

事業

介護

事業

食品

事業

フォト

事業
計

売上高

顧客との契約から生じる 

収益

10,042,333 331,607 114,255 533,899 11,022,095

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 10,042,333 331,607 114,255 533,899 11,022,095

セグメント間の内部売上高

又は振替高
675 － 375,129 588 376,392

計 10,043,008 331,607 489,384 534,487 11,398,488

セグメント利益又は損失

（△）
820,291 27,362 66,707 18,986 933,347

その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

中間連結損益計算書計上額

（注３）

売上高

顧客との契約から生じる 

収益

－ 11,022,095 － 11,022,095

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 － 11,022,095 － 11,022,095

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 376,392 △376,392 －

計 － 11,398,488 △376,392 11,022,095

セグメント利益又は損失

（△）
△16,697 916,649 △339,064 577,584

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年11月１日　至　2026年４月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、人財事業であります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△339,064千円は、主に各報告セグメントに配分していない

全社費用であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等

　当中間連結会計期間より、当社グループの組織体制の見直しに伴い、各報告セグメントの業績をよ

り適切に反映させるため、一部の全社費用の配分方法を見直し、報告セグメントの利益又は損失の測定方法

を変更しております。

　なお、前中間連結会計期間のセグメント情報は、変更後の測定方法に基づき作成したものを記載しており

ます。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載の
とおりです。

項目
前中間連結会計期間

（自　2024年11月１日
至　2025年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年11月１日

至　2026年４月30日）

１株当たり中間純利益 6円87銭 16円99銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 197,478 494,826

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益（千円）

197,478 494,826

普通株式の期中平均株式数（株） 28,741,660 29,116,740

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）１．アイ・ケイ・ケイホールディングス従業員持株会専用信託が所有する当社株式を、「１株当たり中間純利

益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。（前中間連結会計期間

630,891株、当中間連結会計期間470,288株）

２．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

- 19 -

2026/06/09 14:44:25／26337859_アイ・ケイ・ケイホールディングス株式会社_半期報告書（法24条の5第1項の表の第1号又は第2号に基づくもの）



独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年６月11日

アイ・ケイ・ケイホールディングス株式会社

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

福岡事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 德　　永　　陽　　一

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 内　　野　　健　　志

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

アイ・ケイ・ケイホールディングス株式会社の2025年11月１日から2026年10月31日までの連結会計年度

の中間連結会計期間（2025年11月１日から2026年４月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、

中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計

算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アイ・ケイ・ケイホールディングス株式会社及び連結

子会社の2026年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認めら

れなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビ

ューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビュー

における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社

会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社か

ら独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の

表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間

連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成

することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。
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(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立

場から中間連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュー

の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の

期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監

査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我

が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信

じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸

表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビ

ュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた

中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適

正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入

手する。監査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ

る。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の

重要な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するた

めの対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用

している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以　上
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【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５の２第１項

【提出先】 福岡財務支局長

【提出日】 2026年６月11日

【会社名】 アイ・ケイ・ケイホールディングス株式会社

【英訳名】 ＩＫＫ　Ｈｏｌｄｉｎｇｓ　Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長ＣＯＯ　中嶋　大祐

【最高財務責任者の役職氏名】 経営管理部長　永島　和也

【本店の所在の場所】 佐賀県伊万里市新天町722番地５

（上記は登記上の本店所在地であり、実際の業務は下記の場所で

行っております。）

福岡県糟屋郡志免町片峰三丁目６番５号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

【表紙】
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１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長ＣＯＯ中嶋大祐及び最高財務責任者経営管理部長永島和也は、当社の第31期

中（自 2025年11月１日　至 2026年４月30日）の半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づ

き適正に記載されていることを確認いたしました。

２【特記事項】

　確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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